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2021/10/2 経済 ＊EU、対豪FTA交渉延期…仏に配慮、年内合意暗雲
　　　　　　　　　　　　　　　　　　米英豪安保、経済に波及
米国、英国、ｵｰｽﾄﾗﾘｱが結成した安全保障協力の枠組み「AUKASU（ｵｰｶｽ）」の波紋が広
がってきた。欧州連合（ＥＵ）は豪州と進める自由貿易協定（FTA）の交渉延期を決めた。東
南ｱｼﾞｱ諸国連合（ASEAN）の一部の国はｵｰｶｽが中国を含めた軍拡競争を招くとの懸念を
示す。

＊①接種証明、経済再開の柱に…海外「柔軟運用で企業心理改善」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本「宣言の解除に間に合わず」
緊急事態宣言が1日全面解除され、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策の仕切り直しを迫られている。ﾜｸﾁﾝ
の効果は万能ではなく、ﾜｸﾁﾝのみで感染拡大を防ぐのは難しいことが鮮明になった。ｳｲﾙｽ
との共存を前提にした戦略が必要だ。海外の事例をもとに道筋を探る。

＊②海外の事例
『ｲﾀﾘｱ』＝昨年11月に「600人/100万人」だった新規感染者数が約50人と大幅に減った。感
染減少に伴い、段階的な再開が進み、ｻｰﾋﾞｽ産業の景況感が上向いている。感染者と病院
の病床占有率を監視し、国内全体を医療逼迫度の低い順に白、黄、ｵﾚﾝｼﾞ、赤の4色ｿﾞｰﾝ分
け。白ｿﾞｰﾝの映画館や劇場であれば入場者数を施設人数の50%以下に、赤ｿﾞｰﾝであれば営
業禁止にするなどきめ細かく管理する。対策の柱がﾜｸﾁﾝ接種の陰性証明書活用徹底だ。
『ﾆｭｰﾖｰｸ』＝９月から屋内飲食店利用は証明書の提示を義務付けた。ﾆｭｰﾖｰｸ州では客足
が戻りつつある。回復基調だ。
『ｲｽﾗｴﾙ』＝経済再開後にﾃﾞﾙﾀ型の感染急増、10/３から飲食店等利用に使う接種証明書
に有効期限を設け、2回目の接種から6ヵ月たつと失効させる。

＊ﾜｸﾁﾝ　国際融通広がる…英・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、豪州に提供
　　　　　　　　　　　　　　　　　　往来促進へ接収率上げ
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝが不足する国が、余剰を抱える国と交換契約を結ぶ例が相次いでい
る。期限切れが迫るﾜｸﾁﾝなどを先に提供してもらい、接種率を引き上げたうえで、後に同量
を変換する仕組みだ。
製造国などにﾜｸﾁﾝが偏在する中で個別国同士の融通が進めば、感染の抑制や国境を越え
た往来の促進につながる。

＊中国経済、電力不足が重荷…景況感9月、節目の｢50」割れ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　内需減、原料高も重なる
中国の電力不足で企業の景況感が一段と悪化している。中国国家統計局が30日発表した9
月の製造業購買担当者景気指数（PMI）は49.6と、1年7ヵ月ぶりに好不調の境目である50を
下まわった。内需の
減速や原材料高も重なり、中国経済の停滞が長引く恐れもある。世界経済の下押し要因に
なりかねない。
・BNPバリパ証券の河野龍太郎ﾁｰﾌｴｺﾉﾐｽﾄは「中国発ｼｮｯｸがｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ経済のｿﾌﾄﾊﾟｯﾁ（一時
的な足踏み）をもたらす可能性が高い」と指摘

＊東南ｱ新車販売、2%増…8月、前月比　制限緩和で店舗再開
東南ｱｼﾞｱ主要6ヵ国の8月の新車販売台数は、前月比2%増の17万2千台だった。一部の国で
ｺﾛﾅ対策の行動制限が緩和された影響で、前月比で5ヵ月ぶりのﾌﾟﾗｽとなった。前年同月比
では16%減少しており、本調子は戻っていない。
・新車市場が最大規模のｲﾝﾄﾞﾈｼｱは前年比25%増の8万3千台。8月は感染者が減少、商業
施設が徐々に再開した。新車購入の減税免措置が期限切れになる駆け込み需要もあった。
・ﾏﾚｰｼｱは前月比2.5倍の1万7千台に回復。8月中旬から多くの地域で自動車販売の営業再
開が認められた。前年同月比は67%少ない。
・ﾀｲは前月比20%減の4万2千台。都市封鎖を実施したが、収まらない。
・ﾍﾞﾄﾅﾑは前月比45%減の8千台。首都行動制限が強化され、営業不可。
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＊中国製の旅客機　4割海外依存…年内にも初納入
　　　　　　　　　　　　　 ｴﾝｼﾞﾝなど部品　米中対立、輸出に影
米欧の大手機種の試験が大詰めを迎えており、早ければ年内にも初号機を顧客に引き渡
す。旅客機の核を担う部品やｼｽﾃﾑは約4割を海外勢に依存する。米中対立などの政治ﾘｽｸ
を抱えるなか、海外輸出
もﾊｰﾄﾞﾙが高くなっている。
・C919は世界で最も売れ行きの良いﾎﾞｰｲﾝｸﾞ「737」やｴｱﾊﾞｽ｢A320」と同ｻｲｽﾞで、米欧が牙
城を築く航空機産業に切り込むための戦略機種だ。
・特に国内での開発製造が難しいとされるのがｴﾝｼﾞﾝ。現在はGEと仏の合弁会社、CFMｲﾝ
ﾀｰﾅｼｮﾅﾙが生産するｴﾝｼﾞﾝを搭載する予定。

＊経済再開　世界でｴﾈ逼迫…石炭＝中国、5年平均より15%減、
　　　『冬の電力不安定化も』　　天然ｶﾞｽ＝欧州、消費増で在庫16%減
世界でｴﾈﾙｷﾞｰ供給に異変が生じている。欧州では天然ｶﾞｽが不足し足元の在庫が平時を
16%下回る状況だ。中国では石炭在庫が平時の15%減まで落ち込んでいる。脱炭素で化石燃
料への投資が滞るなか、経済活動が再開したことでｴﾈﾙｷﾞｰ需要が回復し需給が引き締
まった。冬場の冷え込み次第では電力供給は不安定化しかねず、警戒高まる。
・中国は石炭需要の1割弱を輸入に頼るが、1～8月は前年同期比で10%減った。主要産地の
豪州からの輸入は政治対立で止まり、ﾓﾝｺﾞﾙはｺﾛﾅ禍で炭鉱の操業が低迷。結果、江蘇省
の工場が相次ぎ停止した。

＊①中国危機、米に波及も…ﾊﾞﾗﾝｽｼｰﾄ不況の足音
ﾊﾞﾌﾞﾙ崩壊いつも突然やってくる。中国の不動産ﾊﾞﾌﾞﾙ懸念は「ﾊﾞﾗﾝｽｼｰﾄ不況」を引き起こ
す。株式や不動産などの資産価格の下落が企業を一斉に借金返済へと走らせ、経済の縮
小均衡を招く。1990年から2000年の日本のﾊﾟﾀｰﾝだ。
・「中所得国の罠」ー国民がある程度豊かになり人件費が上昇、それを嫌って外国企業が他
国に移転、国際競争力が低下し、経済が鈍る。中国のGDPは19年に中所得の目安とされる
1万㌦を超えた。

＊②
・「護送船団方式」ー90年代の日本は銀行主導経済から市場型経済への移行に伴う企業再
編の過程で政策判断を誤りﾊﾞﾗﾝｽｼｰﾄ不況に陥った。現在の中国も官と銀行が管理する「護
送船団方式」からの離脱や政策ﾐｽのﾘｽｸといった似通った条件がそろう。
・恒大問題を端緒としたﾘｽｸｼﾅﾘｵの有効期限は10年単位に及ぶことを覚悟する必要があ
る。

＊東南ｱ動揺　立場割れる…「地域で軍拡競争起きかねない」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中国、取り込み狙い接近
ｵｰｶｽは南ｼﾅ海などに軍事進出する中国を抑止し、ｲﾝﾄﾞ太平洋を地域の安定を狙う。
ASEANとの連携強化も打ち出すが、ASEANの一部はむしろ地域の不安定材料とみなす。
・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ外務省は9月の「ｵｰｶｽ」の声明で地域に軍拡競争を引き起こしかねないと指摘。
実際、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ海軍は南ｼﾅ海のﾅﾄｩﾅ諸島の警戒を強化した。地元漁師が中国船を目撃。
中国と南ｼﾅ海の領有権を争うﾏﾚｰｼｱも同様の懸念を示す。『「ｵｰｶｽ」が機能する前に中国
が軍事的に圧力を強めれば誰が対応するのか』という疑念がくすぶる。
・活動にはASEAN各国の理解が必要。豪州と共に信頼構築が喫緊課題

＊中国、冷え込む資金調達…企業向け中長期融資28%減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　不動産規制、景気に影
中国で企業や個人による資金調達が急減速している。政府が不動産向け融資の規制を強
めた影響が大きく、銀行による企業向け中長期融資は8月に前年同五月比で28%減った。中
国企業の債務偏在能力への懸念から外債発行も減少。中国政府にとって適切な債務管理
は重要な課題だが、調達環境の悪化は先行きの成長率を大きく鈍化させるリスクも潜む。
・資金調達の伸び悩みは固定資産投資などの減少を通じて景気回復の足取りを重くしかね
ない。中国政府は、債務増加の抑制と経済の安定成長という難しい両立を迫られている。
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2021/10/5 経済 ＊倉庫ﾛﾎﾞ、中国新興が台頭…巨人ｱﾏｿﾞﾝに対抗
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｺｽﾄ・仕分け速度競う
ECの拡大を黒子として支える物流倉庫の自動化ﾛﾎﾞｯﾄを巡り、世界のｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟがしのぎを
削る。自前の開発で先行する米ｱﾏｿﾞﾝに対し、低価格を売りにした中国・北京極智嘉科技
（ｷﾞｰｸﾌﾟﾗｽ）などが台頭。ｱﾏｿﾞﾝに頼らず自前の物流網を構築したいＥＣ事業者を取り込む。
〇5年で倍、3兆円市場に‥労働力の争奪激化「協働型」がけん引
　倉庫自動化ｼｽﾃﾑの世界市場は26年に3兆円規模に拡大見通し。ｺﾛﾅ禍を経て、食料品の
EC化が進み、市場をけん引すると予想。既存の人手に頼る倉庫にﾛﾎﾞを追加導入して効率
を高める動きも広がる。無人化の度合いは棚搬送型などに劣るが、既存の倉庫に導入しや
すい。

＊東南ｱ4ヵ国　下振れ…今年成長率、6月予想比
 ⦿東南ｱｼﾞｱとｲﾝﾄﾞのGDP成長率（ｶｯｺ内は6月調査、成長率は予測）
                        2020      21          22           23年
　東南ｱ5ヵ国計　 ▴4.8   3.5(4.1)   5.0(5.2)    4.8(4.6)
　　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ　　　　▴2.1   3.5(4.1)   5.0(4.9)    5.1(5.1)　
　
     ﾏﾚｰｼｱ 　　　　 ▴5.6   3.8(4.1)   6.2(6.5)    4.9(5.3)
     ﾌｲﾘﾋﾟﾝ　　　 　 ▴9.6   4.3(4.3)   6.6(6.2)    5.8(5.5)
     ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ　 　 ▴5.4   6.8(6.9)   4.4(3.9)    3.5(2.6)
     ﾀｲ　　　　　　　  ▴6.1   0.5(1.9)   3.4(4.9)    4.5(3.7)
     ｲﾝﾄﾞ　　　　　    ▴7.3   9.4(9.7)   7.5(7.5)    6.0(6.4)

＊中国EVのNIO快走…工場持たず、資金は開発に
高級EV生産の中国・上海尉来汽車（NIO)が、競合の米ﾃｽﾗを超えるｽﾋﾟｰﾄﾞで高速成長を続
けている。製造設備を持たないﾌｧﾌﾞﾚｽ経営を取り入れ、浮いた資金を車両開発に充てる戦
略が評価されている。
・「半導体の供給制約はあったが、結果は期待通りだった」李斌CEO。
　2021年4～6月期の決算は、売上84億4800万元（約1450億円）と前年同期比2.3倍に伸び
た。
・NIOはﾃｽﾗや米ｱｯﾌﾟﾙ出身者を多数受け入れ、設計などの最新技術を取り込んでいる。車
両設計ではBMWの本社があるﾐｭﾝﾍﾝにﾃﾞｻﾞｲﾝ本部を置く、ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞは英国、ｿﾌﾄ開発は
米ｼﾘｺﾝﾊﾞﾚｰでやり、世界を股にかけた分業体制を構築する。
・課題は強みの高効率経営を今後も維持できるかだ。

＊宣言解除　働き方見直し…在宅「人材育成難しい」
　　　　　　　　　ﾀﾞｲｷﾝ「出社3割」撤廃、ｺｸﾖ「国内の出張解禁」
⦿主な関西企業の対応
　・在宅勤務❶大和ﾊｳｽ＝出社5割以下。部署ごと3人❷京阪HD＝原則
　　　　　　　　全員出❸ﾀﾞｲｷﾝ＝出社3割撤廃、可能な範囲で在宅勤務
　・出張❶ｺｸﾖ＝申請しOKなら可能❷大阪ｶﾞｽ＝緊急・重要性を考慮
　・会食❶ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ＝社内外とも飲食を伴う懇親会・歓送迎会を自粛
　　　　  ❷ｻﾜｲGHD＝社内の会食は自粛❸大阪ﾒﾄﾛ＝感染防止対策
　　　　　　　を講じた飲食店の利用を条件に再開
⦿在宅勤務で対応できない課題＝①OJTによる人材育成が難しい　
　　　②ｺﾐｭﾆｹｲｰｼｮﾝがとりづらい③生産性が低下する④業務の進捗や達成度の把握が難し
い

＊ｲﾝﾄﾞに迫る電力危機…火力の半数、石炭在庫3日未満
　　　　　　　　　　　　　　　　 最高値更新、調達に遅れ
ｲﾝﾄﾞで電力不足への懸念が高まっていることが明らかになった。世界的、な石炭価格の上
昇を受けて輸入を削減したが、経済再開による需要急増に追いついていない。中国に続い
てｲﾝﾄﾞでも電力不足が深刻化すれば、世界的なｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ（供給網)の混乱に拍車をかける
恐れがある。
・三井物産戦略研究所のｷﾞﾘ・ﾗﾑ研究員は輸入用の石炭価格の上昇が
　「鉄鋼などの生産ｺｽﾄの上昇圧力になっている」と指摘。一方で気温が高いｲﾝﾄﾞでは「これ
から冬場にかけて家庭用ｴｱｺﾝの電力需要が減る。電力は中国のように逼迫せず、停電な
どのﾘｽｸも限定的」と予想する。
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＊ﾍﾞﾄﾅﾑ都市鉄道、再延期…日立が車両供給、開業2年遅れ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支払い遅延、政治が壁に
ﾍﾞﾄﾅﾑ初の都市鉄道の開業が宙に浮いている。日立製作所が車両を供給するﾎｰﾁﾐﾝ市の
案件は2021年末の予定を断念し、2年以上先送りされる見通しだ。中国が支援する首都ﾊﾉｲ
の計画は約10回の運行延期を繰り返す。ﾍﾞﾄﾅﾑ特有の政治的な問題による支払い延期が
主因だ。21年7～9月期に初のﾏｲﾅｽ成長に陥った経済発展の足かせになる。
・「政府支出が絡む案件は特に時間がかかる。敬遠する動きも出ている」

＊ｴｱｺﾝに「ｸﾞﾘｰﾝ冷媒」…温暖化影響70分の1
　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾀﾞｲｷﾝ、新国際規制に対応
地球温暖化への影響が小さい、空調機用の「ｸﾞﾘｰﾝ冷媒」の開発が進む。ﾀﾞｲｷﾝ工業は温暖
化への影響を従来の70分の1以下に抑えるめどをつけた。世界で2020年代末から始まる新
規制に対応しており、30年ごろまでの実用化を目指す。世界の空調機器は50年までに21年
比で約3倍に増えるとの推計もあり、ｸﾞﾘｰﾝ冷媒は温暖化対策の要となる。
・ｸﾞﾘｰﾝ冷媒＝2020年代中盤から商品化。温暖化へ影響小

　　🔼主成分はｵﾚﾌｨﾝ化合物。空気中で分解しやすくした

　　　　ﾀﾞｲｷﾝ工業はGWP（温暖化係数）は10以下

＊先進国でﾜｸﾁﾝ余剰…欧米2億回・日本1億回分　期限迫る
　　　　　　　　　　　　　　　 途上国へ再配分急務
先進国で新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽのﾜｸﾁﾝが余剰となり、一部に使用期限が迫っている。英調査会社
の分析によると、欧米では必要以上に契約・購入したﾜｸﾁﾝの在庫が増えており、年末まで
に２億回分超が使用期限の接近で使い道がなくなる恐れがある。日本でも来春までに1億回
分が期限切れに直面する。接種の遅れる途上国にﾜｸﾁﾝを早期に行き渡らせるため、国際
的な融通を急ぐ必要がある。
・低温物流が未整備でﾜｸﾁﾝの保管が難しい途上国側の事情も国際融通の障害になってい
る。ｲﾝﾌﾗ面を含めた包括的な支援が必要。

＊ﾌｲﾘﾋﾟﾝ電力　日本勢と脱石炭…JERAなどと提携、まずｶﾞｽ火力
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　LNG調達力の確保狙う
ﾌｲﾘﾋﾟﾝの財閥系電力会社が日本や海外企業との連携を進めている。大手のｱﾎﾞｲﾃｨｽ系は
JERAと資本業務提携を決め、ﾛﾍﾟｽ系は東京ｶﾞｽと、ｱﾔﾗ系はﾄﾞｲﾂ系企業と組んだ。政府が
低炭素化政策を打ち出し、国内天然ｶﾞｽ田の枯渇も迫るなど逆風が吹くなか、液化天然ｶﾞｽ
（LNG）輸入や発電、自然ｴﾈﾙｷﾞｰ導入推進に海外勢のﾉｳﾊｳを活用する。

＊中国、5%成長に減速予想…7～9月、現地ｴｺﾉﾐｽﾄ調査
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 恒大問題・電力不足響く
日経新聞と日経QUICKがまとめた中国ｴｺﾉﾐｽﾄ調査によると、中国の2021年７～９月期の国
内総生産（GDP）伸び率の予測平均値は5%.。厳格な新型ｺ.ﾛﾅｳｲﾙｽ対策や不動産大手、中
国恒大集団の経営問題に電力不足が重なり、4～6月期の7.9%と比べて減速が鮮明になる。
⦿ｴｺﾉﾐｽﾄの予測への平均値
　▼中国の実質成長率
　　・7～9月期（前年同期比）5.0%、・7～9月期（季節調整済前期比）0.2%
　　・2021年　8.3%、・2022年　5.4%、2023年　5.3%
　▼人民元の対㌦相場
　　・2021年末　6.5元、・2022年末　6.52元

＊ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ　5Gへの通信再編…ﾃﾞｼﾞﾀﾙ市場急拡大に備え
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　政府後押し、3強に集約
東南ｱｼﾞｱ最大の人口を持つｲﾝﾄﾞﾈｼｱで通信業の再編が始まった。大手2社が年内にも合併
する方針を発表した。ﾃﾞｼﾞﾀﾙ市場が急拡大するなか、消耗戦から脱却して高速通信規格「５
G」向け投資を加速する狙いがある。政府も再編を後押ししており、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの通信事業者
は「3強」に集約されるとの見方も出ている。
・携帯電話契約数でｲﾝﾄﾞﾈｼｱ2位のｲﾝﾄﾞｻｯﾄ･ｵﾚﾄﾞｰと4位のﾊﾁｿﾝ3ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ（ﾄﾘ）は年内にも
合併する。狙いは5Gｻｰﾋﾞｽの増強だ。「合併にｺｽﾄと設備投資で相乗効果を生み出せる」と
強調。
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＊TSMC・ｿﾆｰ、熊本に工場…8000億円投資　ﾃﾞﾝｿｰ参画
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　半導体再興へ日本政府補助
世界最大の半導体生産受託会社である台湾積体電路製造（TSMC）とｿﾆｰｸﾞﾙｰﾌﾟが、半導
体の新工場を熊本県に共同建設する計画の大枠を固めた。総投資額は8000億円規模で、
日本政府が最大で半分を補助する見通し。TSMCの先端微細技術を使い、自動車や産業用
ﾛﾎﾞｯﾄに欠かせない演算用半導体の生産を2024年までに始める。半導体は米中対立で供給
網が混乱し、経済安全保障上の重要性が増している。工場新設により、日本は先端技術と
安定した生産能力を確保する。
・巨額の補助金を投じることで日本国内への優先供給を約束。

＊②
・日本企業も世界的な競争力競争力を持った家電の進化に合わせ、演算用半導体を開発し
てきた。集積度合いの速さが2年で2倍、さらに数千億～1兆円規模の設備投資も必要。2000
年代から開発・製造規模を少なくしてﾌｧｳﾝﾄﾞﾘｰ（生産受託企業）に頼るようになった。
・逆に台頭したのがﾌｧｳﾝﾄﾞﾘｰ。最大手にTSMCは、世界の半導体ﾒｰｶｰから生産を受託し、
設計と生産を分離するﾓﾃﾞﾙを築いた。大規模な投資を実施し続けてきた。演算用半導体開
発でｻﾑｽﾝ、ｲﾝﾃﾙをﾘ-ﾄﾞし時価総額は59兆円で半導体世界首位だ。
・半導体工業会は、日本で先端半導体の工場を建設し、運用する費用は韓国に対し2割、中
国に対し3割高くなる。優遇策が強化要因と指摘

＊ｻﾑｽﾝ、折り畳みに活路…ｽﾏﾎ、大画面ﾓﾃﾞﾙ発売休止
　　　　　　　　　　　　　　　　　　中国勢に技術で対抗
韓国ｻﾑｽﾝ電子がｽﾏﾎの端末ﾃﾞｻﾞｲﾝを多様化させる。旗艦ﾓﾃﾞﾙ「ｷﾞｬﾗｸｼｰﾉｰﾄ」の発売を休
止する一方、折り畳み型2機種を投入。巻き取り可能なﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｰの新機種も開発する。中国
の小米（ｼｬｵﾐ）などが急成長するなか、独自技術によりﾃﾞｻﾞｲを刷新した新機種で対抗する。
・ｽﾏﾎのﾃﾞｻﾞｲﾝ刷新に活路を見出す背景には、中国勢の猛追がある。米国の規制によって
華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）は失速したものの、小米やｵｯﾎﾟなどが中国、ｲﾝﾄﾞ、新興国でｼｪｱを伸ば
し、ｶｳﾝﾀｰﾎﾟｲﾝﾄの月次ｼｪｱで6月には初めて小米がｻﾑｽﾝを抜いて世界首位に立った。

＊①半導体　国際分業見直し…TSMC誘致　地政学ﾘｽｸ背景
⦿各国・地域が半導体生産拠点の確保を競う
　『米国』＝・5.7兆円の関連投資含む法案上院通過、・ｲﾝﾃﾙやTSMC、
　ｻﾑｽﾝ電子が新工場。『欧州』＝域内生産の世界ｼｪｱ、30年に2割目標
　、・ｲﾝﾃﾙが投資表明。今後10年で10兆円も。『韓国』＝「30年半導体強
　国」を掲げ特区形成へ、・有力ｻﾌﾟﾗｲﾔｰ誘致、ｻﾑｽﾝ工場増設。
　『日本』＝産業基盤の確保へ「国家事業としてとり組む」、TSMCが工場
　建設を検討

＊全空調、脱ﾚｱｱｰｽ…ﾀﾞｲｷﾝ、調達ﾘｽｸ回避（25年度までに）
ﾀﾞｲｷﾝ工業は2025年度までに、空調機器でﾚｱｱｰｽ（希土類）の使用をほぼｾﾞﾛにする。ﾚｱｱｰ
ｽはｺｽﾄ増と産地の偏りで安定調達にﾘｽｸがつきまとう。ﾄﾖﾀ自動車も同様の取り組みを進め
ており、脱ﾚｱｱｰｽ技術
の実用化で日本企業が先行してきた。
・今回、ごく微量のﾚｱｱｰｽを磁石内部に塗布してﾚｱｱｰｽの使用量を95%削減。ﾓｰﾀｰを駆動
させるｲﾝﾊﾞｰﾀｰの制御も改良し、ﾚｱｱｰｽを使わずﾓｰﾀｰの性能を保てる技術にﾒﾄﾞを付け
た.。
・ﾓｰﾀ-に使うﾚｱｱｰｽ磁石「ﾈｵｼﾞﾑ磁石」の世界需要は30年に9万㌧と20年比で6割増の見通
し。風力発電、情報通信、自動車で需要を牽引。
＊中国、商用EVを対日輸出…登用など1万台、日本に競合なく
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　物流の脱炭素に照準
中国の自動車ﾒｰｶｰが商用のEVで日本に攻勢をかける。東風汽車集団系等が物流大手の
SBSHDに1万台の小型ﾄﾗｯｸの供給を始め、比亜迪（BYD）は大型EVﾊﾞｽで4割値下げ（ﾃﾞｨｰ
ｾﾞﾙﾊﾞｽと同程度）を目指す。世界的な脱炭素の動きを受け、物流大手はEVｼﾌﾄに動き、価格
の安い中国車を選ぶ。出遅れた日本車ﾒｰｶｰは国内市場を奪われかねない。
⦿中国勢はEV転換を機に海外進出
　・東風小康汽車➞SBHDに小型ﾄﾗｯｸ、・日亜迪（BYD）➞日本で2026年
　　に大型EVﾊﾞｽの4割値下げ目標、・広西汽車集団➞佐川急便にEV
　　軽自動車供給合意、・第一汽車集団➞EVのSUVをﾉﾙｳｪｰに輸出
　・長城汽車➞23年に小型EVﾌﾞﾗﾝﾄﾞで欧州や東南ｱｼﾞｱ等30各国へ
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＊米景気、ﾃﾞﾙﾀ型が冷や水…6%成長予測も大幅下方修正
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 供給制約・消費に弱さ
米経済の回復の勢いが鈍っている。夏に感染力の強いﾃﾞﾙﾀ型の新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽが広がり、
自動車関連の生産や物流網の目詰まりに加え、働き手の不足も深刻になった。供給が需要
を満たせず経済の足を引っ張っている。足元の消費の弱さを指摘する見方もある。供給制
約の長期化による高ｲﾝﾌﾚが需要を冷やす悪循環も懸念される。
⦿供給制約が先進国経済の足かせに(ｶｯｺ内は前回7月の予測修正値）
　　　　　　　2021年　　22年　　　　　　　　　　　2021年　　　22年

　・世界＝5.9（🔼0.1）《4.9(-）》　　 ・先進国＝5.2（🔼0.4）《4.5（0.1）》

　・米国＝6.0（🔼1.0）《5.2（0.3）》　・ﾕｰﾛ圏＝5.0（0.4） 　《4.3（ｰ)》

　・日本＝2.4（🔼0.4）《3.2（0.2）》　・振興・途上国＝6.4（0.1)《5.1（🔼0.1）》

　・中国＝8.0（🔼0.1）《5.6（🔼0.1）》　・ｲﾝﾄﾞ　＝9.5（ｰ)　　《（8.5）(-))

＊中国、電力値上げ2割容認…事業者向け、石炭高騰で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ｲﾝﾌﾚの加速
中国政府は石炭火力発電の電気料金の値上げ幅を最大20%まで容認する。15日に実施す
る。対象は工業、商業の事業者で、農業や世帯向けは除外する。燃料の石炭価格が高騰し
て発電会社の収益が悪化しているため。ｲﾝﾌﾚが加速する可能性がある。
・中国は石炭を中心とする火力発電が発電総量の7割を占める。中国には発電能力が10万
kw以上の火力発電所が3000余りある。多くは収益が悪化し、操業率も低下している。

＊ﾊﾟｷｽﾀﾝ、中国とｶﾗﾁ開発…「一帯一路」要衝移転
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　反乱多い西部、投資困難
ﾊﾟｷｽﾀﾝでの一帯一路の中心地を南西部ｸﾞﾜﾀﾞﾙからｶﾗﾁへと東方に移し、中国による投融資
（35億㌦投資すると見込む)の拡大に期待を寄せるが、専門家からは実現可能性を疑問視さ
れている。
・事業ではｶﾗﾁ港で船舶の係留施設の増設、漁港や貿易区域の新設を計画する。ｶﾗﾁ港と
近くの島を結び橋を建設の構想。
・ﾜｼﾝﾄﾝに拠点を置くｱﾅﾘｽﾄはｸﾞﾜﾀﾞﾙの開発への意欲を失わせた要因は汚職、事業の透明
性の問題など。他の一帯一路事業もｸﾞﾜﾀﾞﾙと「同じ運命」をたどるﾘｽｸがあると警鐘を鳴らし
ている。

＊ｲﾝﾄﾞ車市場　米2強脱落…ﾌｫｰﾄﾞ、GMに続き撤退へ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ｽｽﾞｷ・現代自動車を崩せず
ｲﾝﾄﾞ自動車市場で大手ﾒｰｶｰの淘汰が進んでいる。米ﾌｫｰﾄﾞ・ﾓｰﾀｰは9月、現地生産を終え
ると表明した。米ｾﾞﾈﾗﾙ・ﾓｰﾀｰｽﾞ（GM）に続く撤退で、小型車に強い最大手のﾏﾙﾁ・ｽｽﾞｷと韓
国・現代自動車ｸﾞﾙｰﾌﾟの「2強」の牙城を崩せなかった。一方で新市場のEVでは米ﾃｽﾗが参
入を表明するなど、陣取り合戦が激しくなりそうだ。
・現代自傘下の起亜は19年にｲﾝﾄﾞに参入した。20年度の売上はﾌｫｰﾄﾞの3倍、さらにﾄﾖﾀ、ﾎﾝ
ﾀﾞを上回る規模に一気に成長。
・ｲﾝﾄﾞは13億以上の人口を抱えるが、まだ全体の所得水準が低く、低価格で燃費の良い小
型車が圧倒的な強さを持つ
・充電ｲﾝﾌﾗ整備とEV市場が成長すれば、ｲﾝﾄﾞの構図も大きく変わる。

＊中国新車販売「前年並み」・・・今年予測　半導体不足で下方修正
中国汽車工業協会は12日、2021年の新車販売台数が前年並みの見通しを示した。ｺﾛﾅ禍
からの回復で7%の伸びを見込んだが、半導体不足で下方修正を余儀なくされた。
・9月の新車販売台数は前年同期比19.6%減の206万7千台。5ヵ月連続で前年実績を下回っ
た。これに対してEVなど新ｴﾈﾙｷﾞｰ車の販売は堅調に推移している。中国政府が新ｴﾈ車の
普及を後押ししていることから、電力不足や半導体不足の影響を受けにくい。9月の販売台
数は2.5倍の35万台だった。
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＊中国輸出額9月28%増…海外向け製品　原料高転嫁
中国税関総署が13日発表した9月の㌦建て輸出額は前年同月より28.1%増えた。市場の事
前予想では国内の電力制限が輸出を下押しするとの見方が、結果は8月の25.6%増より加速
した。資源や半導体など原材料高を製品価格に転嫁する動きが輸出額を押し上げている。
・中国ﾒﾃﾞｨｱがまとめた市場予想は21.5%だった。地域別でみた牽引役は、全体の19%を占め
る最大の輸出先である米国だ。9月は3割増だ。堅調な伸びを示した理由は製品価格の上昇
だ。ｽﾏﾎ、液晶ﾊﾟﾈﾙの輸出の数量は3%減だが、単価はそれぞれ85%、45%高まった。「世界的
に不足する半導体の価格上昇分を製品価格に転嫁」と分析。

＊①「中国に政策余地」…恒大問題の波及　抑制
　　　　　　　　　　　　　　　 IMFﾁｰﾌｴｺﾉﾐｽﾄ　ｷﾞｰﾀ・ｺﾞﾋﾟﾅｰﾄ
❶10月の世界経済の見通しで21年の成長率予測を0.1㌽下方修正した。
　　高ｲﾝﾌﾚも続いている｡ｽﾀｸﾞﾌﾚｰｼｮﾝに陥る恐れはないのか。
「世界経済の成長の勢いは弱まり、ｲﾝﾌﾚ圧力も高まる。ただ、世界経済の実質成長率は
5.9%、22年は4.9%と予測し、停滞とはほど遠い。ｲﾝﾌﾚも多くの国で22年半ばには落ち着く」
❷米景気は大きく減速している。
「米経済はすでに新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ前の水準に力強く回復している。

＊快適な「目覚め」促す技術開発
ﾀﾞｲｷﾝ工業と京ｾﾗは13日、空気制御と照明を使って人間の快適な「目覚め」を促す技術を開
発したと発表した。ﾀﾞｲｷﾝのﾘﾝｸﾞ状の空気を生み出す「渦輪制御技術」と、京ｾﾗの自然光に
近い発光ﾀﾞｲｵｰﾄﾞ（LED）照明を組み合わせ、起床時の脳の活性化を促す。両社は今後、市
場ﾆｰｽﾞを把握し事業化を検討する。

＊ｺﾛﾅ教訓に供給網分散…「ﾀﾞｲｷﾝ」重要部品、生産地複数に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　「ｸﾎﾞﾀ」樹脂部品、国内でも調達
ﾀﾞｲｷﾝ工業やｸﾎﾞﾀはｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの見直しを加速する。ﾀﾞｲｷﾝは空調や空気清浄機の重要部
品を中国で生産し始める。ｸﾎﾞﾀは海外から調達していた農機の樹脂部品を国内でも調達す
る。両社は新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大で供給網が断絶した教訓から生産や調達を複線化す
る。
・ﾀﾞｲｷﾝは2025年までに重要な部品を2つ以上の工場で生産する体制に改める。空調や空気
清浄機の上位ﾓﾃﾞﾙに搭載しているｳｲﾙｽ等を不活性化するという「ｽﾄﾘｰﾑ機構」は滋賀県の
工場のみで生産しているが、中国工場でも生産を始める。空調の中核部品である圧縮機に
ついても、堺市、中国、ﾀｲの工場で融通する運用に改める。

＊中国不動産規制　地方財政に影…ﾏﾝｼｮﾝ安値で用地収入減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10都市が値下げ制限
中国の地方政府が住宅の値下がりへの警戒を強めている。8月には6年5ヵ月ぶりに31ある
省・直轄市・自治区の半数超で値下がりした。地方財政の柱であるﾏﾝｼｮﾝ用地の売却収入
が減りかねず、約１０都市が値下げ制限令を導入。大都市のﾊﾞﾌﾞﾘ抑制を狙った不動産規制
が地方財政に影を落とす。
・湖南省岳陽市や河北省張家口市は8月以降、事前に届け出た価格より15%超値引きするこ
とを禁じた。江蘇省無錫市の一部では開発ｺｽﾄを下回る不当廉売などを禁止する。
・不動産税策送り・・主要国では固定資産税が地方政府の安定財源だが13年の「3中全会」
報告書に不動産税の立法化を盛ったが、先送りが続いて実現していない。

＊②
❸中国当局による不動産市場の引き締めは経済成長を鈍らせる。21年
　に8%という中国経済の成長率の見通しは楽観的すぎないか。
「中国では昨年から不動産部門への規制が始まり、今年7月時点で成長率見通しを（21年で
0.3㌽）引き下げた為、今回は0.1㌽の修正に留まる。仮に中国恒大集団の問題が不動産部
門全体に波及し、住宅価格に影響を与えれば成長率は大幅に鈍る。今のところ、中国政府
には問題の波及を抑える政策手段と政策余地があると考えている」
❹恒大集団の経営問題が「第2のﾘｰﾏﾝ･ｼｮｯｸ」になる恐れは
「中国政府には金融ｼｽﾃﾑ全体に危機が拡大するのを防ぐために必要な政策余地があると
考えている」



2021/10/14 経済

2021/10/15 南ｱｼﾞｱ
(ｲﾝﾄﾞ含）

2021/10/15 経済

2021/10/16 東南ｱｼﾞｱ

2021/10/16 指導部

2021/10/16 経済

2021/10/16 経済

＊ｲﾝﾄﾞ車販売41%減…9月　半導体不足が響く
ｲﾝﾄ自動車工業会（SIAM)が14日まとめた9月の乗用車販売台数（出荷ﾍﾞｰｽ）は前年同月比
41%減の16万台だった。2020年7月以来、14ヵ月ぶりのﾏｲﾅｽとなった。ｲﾝﾄﾞは新型ｳｲﾙｽが
収束傾向にあるが、半導体不足が生産・販売に響いた。主要ﾒｰｶｰの大幅減が目立ってい
る。
・ﾒｰｶｰ別にみると、最大手のﾏﾙﾁ・ｽｽﾞｷの販売が57%減の6万3千台だ。現代自も34%減の3
万3千台特選した。地場大手のﾀﾀ自動車は含まず。

＊中国　揺らぐ価格統制…9月卸売物価10.7%上昇で最大
　　　　　　　　　　　　　　　　　 企業の競争力にも影
中国の電力不足が素材高に拍車をかけている。9月の卸売物価指数は過去最大の伸びを
記録した。政府は電力生産を増やすため、値上げを容認した。資源高と重なり企業のｺｽﾄは
膨らみ、価格転嫁の圧力は強まる。政府は価格統制で小売価格の上昇を抑え込んできた
が、政府が市場に介入する手法が揺らいでいる。
・中小は転嫁遅れ・・原料高の小売価格への波及が小さい理由の一つが、政府による価格
統制だ。価格転嫁の遅れは、雇用や所得の回復が鈍く、過当競争が続く中小零細企業が値
上げに踏み切れない。ただ政府による市場への介入で中小企業の収益は悪化が続く。

＊現金10兆円決済　ﾌｨﾘﾋﾟﾝ激戦…ﾃﾞｼﾞﾀﾙ銀6社　中銀認可
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　口座保有率なお低く
ﾌｨﾘﾋﾟﾝで「ﾃﾞｼﾞﾀﾙ銀行」による決済や金融ｻｰﾋﾞｽの争奪戦が始まる。10月までに中央銀行が
6社を認可した。ﾌｨﾘﾋﾟﾝは銀行口座保有率が低く、現金による決済額は年10兆円規模に上
る。海外で働く人からの送金需要も大きい。預金口座から決済や資産運用までﾃﾞｼﾞﾀﾙで完
結するようになる。既存の銀行にとって脅威となる。
「ﾃﾞｼﾞﾀﾙ銀行6社」＝❶ｵｰﾊﾞｰｼｰｽﾞ・ﾌｨﾘﾋﾟｰﾉ・ﾊﾞﾝｸ❷ﾕﾆｵﾝﾊﾞﾝｸ❸ﾄﾆｯｸ❹ｳﾉﾊﾞﾝｸ❺ｺﾞｰﾀｲﾑ
❻ﾍﾟｲﾏﾔ

＊中国、国有が民間利益逆転…強化策のひずみ鮮明
　　　　　1～8月　資金調達　格差埋まらず「成長の足かせに」
中国で国有企業と民間企業の収益が逆転した。1～8月期の利益総額は、国有企業が民間
企業を8%上回った。13年ぶりに通年で国有が民間をしのぐ可能性がある。民間は、当局の
規制強化で資金調達が滞り、「川下」の消費財関連に多い為、原材料価格の高騰で打撃を
受ける。「国進民退」と呼ばれる習近平指導部の国有化のひずみが表面化した。
・国有による民業圧迫は技術革新につながる活力をそぎ、雇用回復の重荷になる。国有の
多くは経営がなお非効率で、成長の足かせとなりかねない。TPPは国有企業の優遇を禁じて
いる。

＊台湾主要IT、17%増収…9月　新型iPhoneが寄与
鴻海など台湾IT企業の業績が再び回復している。主要19社の9月の売上高を合計したとこ
ろ、前年同月比で17%増の1兆4061億台湾㌦（約5兆7千億円）となった。2桁の伸びとなるの
は3ヵ月ぶり。新型iPhoneの投入が原動力となった。世界的な半導体不足と需要逼迫による
価格上昇も追い風で、TSMCの9月の売上高は20%増、単月ﾍﾞｰｽで過去最高。
・19社は部品不足や需給のゆるみから7月は6%増にとどまり、8月はほぼ前年並み、足元で
は回復が見られるが、長続きするかは不透明だ。

＊中国新車、排出枠が始動…今年ﾁﾘ引き1700億円、ﾃﾗｽ優位
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　環境対応、VWは劣勢
中国で自動車ﾒｰｶｰ同士がやり取りする温暖化ｶﾞｽ排出枠の取引が本格的に始まった。2021
年の取引規模は100億元（約1760億円）に達する見通しで、米ﾃｽﾗは約400億円の収入を得
て、独VWの合弁会社は100億円以上を支出するとの資産がある。世界最大市場で収益への
影響は大きく、電動化対応は待ったなしの情勢だ。
・一定比率の新ｴﾈﾙｷﾞｰ車の製造・販売を義務付ける制度を20年に本格導入した。EVや
PHVなど新ｴﾈ車の達成目標の比率を12%に設定。「ｸﾚｼﾞｯﾄ制度」を採用し、未達の企業にﾏｲ
ﾅｽのｸﾚｼﾞｯﾄを付与。基準を超禍した企業からｸﾚｼﾞｯﾄを購入し、相殺する仕組み。

＊世界新車販売26%減…9月、回復は年明けの見込み
　　　　　　　　　　　　　　　　部品不足　長引く生産減
ﾄﾖﾀは15日、11月の世界生産を従来計画から15%減らすと発表。部品不足に伴う自動車大手
の減産は長期化しており、世界で新車販売の落ち込みが激しくなっている。日米欧中の主要
４市場の9月の販売は前年同月比26%減った。減少幅は3ヵ月連続で大きくなっている。正常
化は年明けになるとみられ、世界の車大手の売上高の減少は計26兆円に達するとの試算も
ある。



2021/10/16 医薬

2021/10/17 東南ｱｼﾞｱ

2021/10/19 南ｱｼﾞｱ
(ｲﾝﾄﾞ含）

2021/10/19 社会

2021/10/19 東南ｱｼﾞｱ

2021/10/19 経済 ＊人手不足　欧州大陸でも深刻
英国だけでなく欧州大陸でも人手不足が深刻だ。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽからの経済再開で飲食業
等の採用が活発になり、求人数が過去最高を記録、仏の職業安定所の求人情報誌「ﾎﾟｰﾙｱ
ﾝﾌﾟﾛﾜ」には足元で約100万件の求人情報が掲載される。ｺﾛﾅ禍の前でも多い時で約70万件
だった。
・仏紙ﾙﾓﾝﾄﾞによると、独、伊、ｵﾗﾝﾀﾞの求人数も8月中旬時点でｺﾛﾅ禍前を上回り、増加基調
が続いている。独ﾒﾃﾞｨｱによると独ﾎﾃﾙに従事していた人の6分の１が他業界に流れた。在宅
勤務が増えたことでｲﾝﾀｰﾈｯﾄ系の求人が増え、ｽｷﾙを持つ人材が足りず、雇用のﾐｽﾏｯﾁが
起きているとの指摘もある。

＊ｸﾞﾗﾌﾞ、宅配を第2の柱に…販促ｱﾌﾟﾘで飲食店囲い込み
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　配車の成長鈍化補う
東南ｱｼﾞｱの配車最大手ｸﾞﾗﾌﾞが料理や食料品の宅配事業の2021年中の黒字化を急いでい
る。提携する飲食店に販促ｱﾌﾟﾘを提供し、広告の効果など迅速に把握できるようにして、飲
食店や自社の収益拡大につなげる。年内の株式上場を間近かに控えるなかで、成長を見込
む宅配事業を配車と並ぶ第2の収益の柱に育てる。
・東南ｱｼﾞｱ宅配ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑは2～4社に集約されつつある中、飲食店などへの支援ｻｰﾋﾞｽの
開発競争も激しさを増しそうだ。

＊中国の教育改革　住宅市場に影…ﾏﾝｼｮﾝ3割安も
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学区緩和、学校周辺物件需要減
中国政府進める教育改革が思わぬ余波を起こしている。教育機会の平等化を進めるために
学校ごとに定めた学区の範囲拡大を打ち出したところ、名門校の周辺のﾏﾝｼｮﾝ価格が急落
したのだ。教育改革がなぜ規制強化に苦しむ不動産市場の新たな逆風になったのか。
・深圳の百花片区、この地区に住む子供は中高生になれば、近所の深圳実験学校に通え
る。北京大や清華大、香港大など名門大学に進む卒業生もいる進学校だ。名門校に通うに
は学校周辺に住宅を所有することになる。なんとかして名門校を入れるために学区を取り合
う親が生んだﾏﾝｼｮﾝの「名門校ﾊﾞﾌﾞﾙ」」が一気にはじけたのだ。

＊「狙い撃ち」がん薬　設備増強…第一三共、3千億円投資
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　欧米勢に対抗、収益確保
製薬大手がん細胞を従来より効果的に攻撃する新型薬への投資に力を入れる。第一三共
は2026年3月期までに直近2.5倍にあたる3千億円を投じ工場設備を増強する。従来型がん
治療薬は欧米勢が主力だが、新型薬は日本勢も開発競争でしのぎを削る。世界各地でいち
早く供給出来るよう生産体制を整え、成長分野で収益を確保する。
・第一三共が投資を拡大するのは「抗体薬物複合体（ADC）」と呼ばれる抗がん剤。人の免
疫のもととなる抗体と、化学合成で作る有効物質を結合した薬だ。抗体ががん細胞まで成分
を運ぶため、効き目が高い。

＊米が入国制限撤廃…来月8日　接種など条件「東南アも緩和」
「米国」＝11/8日から33ヵ国空旅行者を受け入れ。「ﾀｲ」＝11/1日から米国や中国など「低ﾘ
ｽｸ国」からの入国者の隔離義務免徐。「ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ」＝10/14からﾊﾞﾘ島で日本等19ヵ国の国際
線受け入れ。「豪州」＝11/1日から最大都市があるﾆｭｰｻｳｽｳｪｰﾙｽﾞ州で帰国者の隔離免除

＊ｲﾝﾄﾞ経済、ｺﾛﾅ前回復…電力・半導体不足なお懸念
ｲﾝﾄﾞ経済が復調してきた2020年の春の新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大前の水準を超えてきた。
新規感染者数が減り、生産や輸出が増えている。ただ半導体や電力不足が本格回復の足
かせになる可能性もある。ﾉﾑﾗ・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙがｲﾝﾄﾞのﾋﾄ・ﾓﾉの動き、労働参加率、電力需要な
どを基に
　「ﾋﾞｼﾞﾈｽ再開指数」を算出し、ｺﾛﾅ拡大前20年2月を100とした指数は9週連続で100を超え、
10月下旬には105を記録、ｺﾛﾅ前に戻ってきた。
・「個人消費やｻｰﾋﾞｽ業の動きは鈍いが、景気は22年春に向け回復」



2021/10/19 経済

2021/10/20 経済

2021/10/20 経済

2021/10/20 経済

2021/10/20 経済

2021/10/21 経済

＊中国経済　すくむ民需…雇用に影、鈍る消費
　　　　　　　　　　　　　　　　　7～9月4.9%成長に減速
中国経済の停滞感が強まっている。中国国家統計局が18日発表した7～9月の実質国内総
生産（GDP）は、季節要因をならした前期比で4.9%（0.2%増）に留まった。資源高で企業収益
が悪化。雇用回復の遅れが消費に不安を残す。政府の規制強化も影を落としている。
・家庭の教育ｺｽﾄ削減を狙った学習塾の規制は、週末や長期休暇の授業禁止や授業料の
統制に及ぶ。倒産する塾も出ており、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上では「講師など数万人単位で失業者が出
る」といった書き込みもある。政府が重視する雇用回復に新たな重荷となりかねない。

＊中国・紫光経営再建へ一歩…継承候補にｱﾘﾊﾞﾊﾞなど7陣営
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　政治絡んだ駆け引きも
経営再建中の中国半導体大手紫光集団は、債権者会議が18日に開かれ、事業全体を引き
継ぐ候補として7陣営が選ばれたと発表した。中国ﾒﾃﾞｨｱによると、民営企業として唯一のｱﾘ
ﾊﾞﾊﾞ集団のほか、国有企業や政府系投資会社などが候補となり、再建計画が一歩前進し
た。2022年2月までが最終的予定で、政治も絡んだ駆け引きが激しくなる。
・権力闘争の側面・・最終的に選ばれる支援企業は複数になる見方がある。背後には胡錦
涛前国家主席の息子との「関係」もあるとの報道も有り、有力指導者の指導力が左右しそう
だ。

＊中国5G基地局　失速・・・部品生産、１～8月53%減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住友電工など欧米ｼﾌﾄ
中国で「5G」の基地局の整備が遅れている。中国国家統計局によると、1～8月の携帯基地
局部品の生産は前年同期比で53%減り、ﾃﾞｰﾀのある月では11ヵ月連続のﾏｲﾅｽだった。米中
対立で米国製の部品調達が難しくなっているためだ。住友電機工業など部品ﾒｰｶｰは欧米で
の開発人員を増やすなど欧米ｼﾌﾄを進める。
・中国は世界市場の6割を占め、部品の生産量は基地局の整備動向とほぼ比例。米国の輸
出規制の強化で中国ﾒｰｶｰは米国製の部品の在庫がなくなり、生産が滞っている。
・ﾌﾗﾝｽ調査会社は中国での部品需要の回復に「数年かかる」とみる。

＊中国、不動産GDP1.6%減…7～9月　1年半ぶりﾏｲﾅｽ
中国国家統計局は19日、2021年7～9月の業種別国内総生産（GDP）を発表した。物価の変
動を調整した実質ﾍﾞｰｽで、不動産業は前年同期比1.6%減少した。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽが直撃した
20年1～3月以来、1年半ぶりのﾏｲﾅｽだ。当局の金融規制などで開発が滞り、建築業も1.8%
落ち込んだ。
・ﾏｲﾅｽ成長だったのは不動産業と建築業の2業種で、名目GDPの約14%を占める。

＊米IT、半導体開発に本腰…自社設計が競争力左右
世界のIT大手による半導体の開発競争が本格化している。米ｱｯﾌﾟﾙは18日に発表したﾉｰﾄﾊﾟ
ｿｺﾝに自前で設計した半導体を採用する。ｸﾞｰｸﾞﾙも28日発売の新型ｽﾏﾎに自社開発の半導
体を搭載する。部品である半導体が製品そのものの競争力を左右する様になり、自動車や
通信でも自前の開発能力を備える動きがある。
⦿自前で半導体を開発する動きが広がる
「IT大手」・ｱｯﾌﾟﾙ＝iPhoneやMacBookPro向けに自前で半導体開発
　　　　　　・ｸﾞｰｸﾞﾙ＝28日発売のｽﾏﾎ「ﾋﾟｸｾﾙ6」に独自半導体を採用。
　　　　　　　　　　　　　機械学習に特化した独自ﾌﾟﾛｾｯｻｰも開発
「自動車」・ﾃｽﾗ＝19年から車載半導体を自社開発品に切り替え
　　　　　　・ﾄﾖﾀ＝集積ﾁｯﾌﾟやﾊﾟﾜｰ半導体の会社を20年にﾃﾞﾝｿｰと設立
「通信」・ｼｽｺｼｽﾃﾑｽﾞ＝ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ向けの機器など自社開発半導体
　　　　　・ﾉｷｱ＝通信事業者向けのﾙｰﾀｰに独自ﾌﾟﾛｾｯｻｰ搭載

＊米、半導体の情報化開示要求…TSMCなど海外大手に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「機密」と反発、募る不信
米国政府による台湾積体電路製造（TSMC）など半導体大手に対する異例の要求が波紋を
広げている。世界的な半導体不足が一同解消されない状況から、9月下旬、大手ﾒｰｶｰに対
し、出荷に関する詳細な情報を45日以内に提出するよう求めた。だが、ﾒｰｶｰ側は「機密事
項」に当たると反発。米側の強引な手法に不信感が高まっている。
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＊恒大、危機脱却遠く…ﾃﾞﾌｫﾙﾄ回避　中国の住宅販売急減
中国の不動産大手、中国恒大集団が23日期限の米㌦債利払いを実施し、債務不履行（ﾃﾞﾌｫ
ﾙﾄ）をいったん回避する見通しとなった。ただ中国の住宅販売は急減。米㌦債の信用収縮は
人民元債市場にも波及し、10月の発行額は前年同期比6割減っている。恒大など中国不動
産会社の資金繰り難は続き、危機脱却は遠い。
・住宅販売も冷え込む。野村国際の推計によると、10月1～17日の新築住宅販売戸数は新
型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ蔓延前の同時期と比べて年率換算で14.5%減という。恒大の危機が続く状況は
変わらない。

＊不動産規制はや微修正…中国　信用不安　軟着陸に腐心
中国人民銀行の鄒瀾金融市場局長は今月中旬の記者会見で、行き過ぎた融資の絞り込み
を事実上是正する方針を示した。1兆9665億元にのぼる負債問題の解決には抜本的な資
産・負債の整理が必要で、「中国政府が時間をかけてｿﾌﾄﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ（軟着陸）させるのではな
いか」（企業再生に詳しい弁護士）という見方が多い。
・難題に取り掛かる中国当局が先行事例として研究してきたのが、1990年代の日本のﾊﾞﾌﾞﾙ
崩壊だ。日本のﾊﾞﾌﾞﾙがはじけた直接的原因として、公定歩合の連続的な引き上げや総量
規制など急速な金融引き締め策を挙げた。習近平指導部は難しいかじ取りとなる。

＊ｲﾝﾄﾞ通信、値下げで消耗戦…ﾘﾗｲｱﾝｽ攻勢、料金1/20に
ｲﾝﾄﾞの通信市場が消耗戦に陥っている。大手財閥のﾘﾗｲｱﾝｽ・ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰｽﾞ系の攻勢で、足
元の通信料金は過去5年間で20分の1以下の水準まで下がった。体力勝負のなか、業界3位
の企業は経営不振にあえいでいる。「5G」などへの投資余力も細っており、関連するｲﾝﾌﾗ需
要などに影響する可能性がある。
・こうした競争で市場の勢力図は激変した。大手2社の統合でｼｪｱ首位のﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝ・ｱｲﾃﾞｱ
（VI）が誕生したが現在はﾘﾗｲｱﾝｽ・ｼﾞｵが逆転して約4割のｼｪｱを握る。2位はﾊﾞﾙﾃｨ・ｴｱﾃﾙ、
3位にVIが続く。VIが収益の悪化で経営破綻が囁かれている。経営悪化には特殊事情が絡
む。
・ｲﾝﾄﾞは通信ｻｰﾋﾞｽが生活ｲﾝﾌﾗとして急成長している。16年44%だったｽﾏﾎの普及率は20年
には64%まで上昇した。

＊中国、ﾏﾝｼｮﾝ価格下落…9月新築、6年5ヵ月ぶり
　　　　　　　　　　　　　　　　　 都市過半　住宅値下がり
中国の新築ﾏﾝｼｮﾝが値下がりに転じた。中国国家統計局が20日発表した9月の主要70都市
の新築ﾏﾝｼｮﾝ価格は単純平均で前月を0.1%下回った。下落は6年5ヵ月ぶりだ。住宅ﾛｰﾝの
審査厳格化など当局の規制強化で市場が冷え込み、値下がりした都市も5割超に広がっ
た。
・ﾏﾝｼｮﾝﾊﾞﾌﾞﾙの抑制を狙った当局の規制強化が影響をしている。値下がり都市が過半を占
めるのは「ﾁｬｲﾅ･ｼｮｯｸ」と呼ばれ景気が減速していた15年以来となる。

＊ﾃｽﾗ、半導体不足かわす…AI・ｿﾌﾄ　自社開発に強み
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代替品使用、機動的に
半導体不足が自動車業界の足かせとなる中、米ﾃｽﾗが好業績を維持、21年7～9月期決算
は売上高と利益がともに過去最高となった。自動運転用のAIや専用半導体を自社で設計・
開発できるｿﾌﾄｳｴｱ人材の厚みが、逆風下で強さを発揮した。
・ﾃｽﾗは、米ｱｯﾌﾟﾙの技術者を引き抜いて専用半導体を自社で開発するIT企業の横顔を持
つ。「半導体業界のあらゆる階層における専門知識を持つﾁｰﾑ」が課題を解決している。
・7～9月期の貢献したのが小型SUV「ﾓﾃﾞﾙY」だ。中国販売台数は前年同期の3.9倍、約13万
3千台。全体の50%に達した。

＊南太平洋の通信買収…豪政府など、中国勢を阻止
豪州政府は自国の通信大手ﾃﾙｽﾄﾗと組み、南太平洋の通信企業「ﾃﾞｼﾞﾀﾙ・ﾊﾟｼﾌｨｯｸ」を買収
する。25日、ﾃﾙｽﾄﾗが発表した。ﾃﾞｼﾞｾﾙは過去に中国企業が買収に関心を示したと報じられ
た。南太平洋での
中国の影響力増大を警戒する豪政府が民間企業を支援し、中国勢を阻止する。ﾃﾞｼﾞｾﾙ・ﾊﾟｼ
ﾌｨｯｸの経営はﾃﾙｽﾄﾗが担う。買収額は16億㌦。
・南太平洋地域では、ｲﾝﾌﾗ開発の支援を通じて中国が影響力を強めている。通信事業は地
域の重要ｲﾝﾌﾗだ。危機感を強めたのが豪政府だ。豪州は、近年、自国や地域の通信ｲﾝﾌﾗ
から中国を排除する動きを進めている。
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＊海航集団、再建へ債務処理…遼寧方大が海南航空支援
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19兆円　更生計画案承認
経営再建中の中国の複合企業、海航集団の更生計画案が債権者らの承認を得た。中国ﾒ
ﾃﾞｨｱはｸﾞﾙｰﾌﾟの中核事業会社、海南航空が遼寧方大集団実業の支援で再建を進めると報
じている。総額19兆円に膨らんだ債務処理に向けて一歩を踏み出た格好だが、中国最大の
破産案件の行方は今後も曲折がありそうだ。
・海航ｸﾞﾙｰﾌﾟは海南航空のほか、金融事業などの海航集団、不動産・空港事業の海航基礎
設施投資集団、小売りの供鎖大集集団に分かれる。
・注目されているのが、海南航空の再建を握る遼寧方大だが、実はその実態はﾍﾞｰﾙに包ま
れている。前例のない巨大破綻として債務処理や事業整理の方法に注目が集まっている。

＊国連報告　30年排出量、世界16%増…温暖化ｶﾞｽ　中印据え置きで
　　　　　ﾊﾟﾘ協定　目標遠く「現行の目標では今世紀末2.7度上昇」
国連機構変動枠組み条約事務局は25日、各国が提出した2030年の温暖化ｶﾞｽの排出削減
目標が、国際枠組みの「ﾊﾟﾘ協定」の目標に合致しているかを分析した報告を公表した。現行
の排出目標ではﾊﾟﾘ協定の目標を実現するのは不十分で、30年時点での温暖化ｶﾞｽ排出量
は10年比16%増になると指摘。一層の対策が必要と強調した。
・CO₂排出量の多い石炭火力の縮小が議題になる。中国は発電量の6割、ｲﾝﾄﾞは7割を石炭
に頼っている。日本も2割の電気を計画している。

＊中国、TPP加盟へ攻勢…ASEAN首脳会議「経済の融合」訴え秋波
　　　　　　　　　　　　　　　　　 ﾍﾞﾄﾅﾑ・ﾏﾚｰｼｱ焦点
中国がTPPの加盟に向け東南ｱｼﾞｱ諸国連合（ASEAN）を切り崩している。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの
ﾜｸﾁﾝ供与や中国市場の開放をちらすかせ、中国のTPP傘下に前向きな雰囲気を作ろうと躍
起だ。米国も対抗してASEANへの関与を強めている。
⦿ﾐｬﾝﾏｰASEAN首脳会議に参加ぜず
・ｽｰ・ﾁｰ氏の発信阻止「国軍、法廷での証言非公開」・・市民の信頼が厚いｽｰ・ﾁｰ氏の発言
が人々に伝われば、国軍に対する抵抗がさらに広がる恐れがあると判断したとみられる。

＊ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ　高成長に黄信号…ｱｯﾌﾟﾙ個人情報保護、広告に打撃
米ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸの経営への重圧が増している。米ｱｯﾌﾟﾙがﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ保護を強化したことに伴い
主力の広告事業の成長が鈍化し、元社員の内部告発に端を発する企業体質への批判は米
国外に広がり始めた。成長ｼﾅﾘｵに黄信号がともりかけない。ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸへの批判がさらに高
まり各国で規制強化の動きが加速すれば、日本のﾙｰﾙ整備にも影響する

＊ﾌｧﾌﾞﾚｽ、中華圏でも成長…最先端半導体けん引
世界の主要国・地域が半導体ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの整備を急ぎ、特に工場の誘致競争が目立つ。し
かし、その顧客に当たるﾌｧﾌﾞﾚｽ（工場無し）ﾒｰｶｰが米国に続いて中華圏で成長している事
実を把握しているしなければ、振興策の方向を誤る恐れがある。
・半導体産業では21世紀に入り、米ｼﾘｺﾝﾊﾞﾚｰが起源とされるﾌｧﾌﾞﾚｽと、製造専業の「ﾌｧｳﾝ
ﾄﾞﾘｰ」の水平分業が進んだ。主に中華圏に立地。
・中華圏でもﾌｧﾌﾞﾚｽが成長している。台湾は聯発科技（ﾒﾃﾞｨｱﾃｯｸ）を擁し20年の世界ﾌｧﾌﾞﾚｽ
市場ではｼｪｱ18%と米国（64%）に次ぐ2位。中国は海思半導体（ﾊｲｼﾘｺﾝ）や紫光展鋭
（UNISOC）、ｼｪｱは15%に達した。
・世界の半導体販売に占めるﾌｧﾌﾞﾚｽ比率は32.8%（20年）。ｽﾏﾎのCPUなど最先端ﾁｯﾌﾟは大
半がﾌｧﾌﾞﾚｽが設計している。

＊欧米ﾒﾃﾞｨｱによるﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ問題の主な報道
❶米紙ﾜｼﾝﾄﾝ・ﾎﾟｽﾄ＝ｻﾞｯｶｰﾊﾞｰｸﾞCEOがﾍﾞﾄﾅﾑ共産党の要請に応じて反対派の投稿を制限
すると判断。❷米紙ﾆｭｰﾖｰｸ・ﾀｲﾑｽﾞ＝米議会占拠事件の動きを知っていながら対策に遅
れ。❸米CNN＝人身売買に悪用されていたことを知っていながら未解決。❹米AP通信＝ｲﾝ
ﾄﾞでのﾍｲﾄｽﾋﾟｰﾁや誤情報の対策に偏り。❺英紙ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ・ﾀｲﾑ＝ｱﾗﾋﾞｱ語の方言など英
語以外のﾍｲﾄｽﾋﾟｰﾁの検知機能が不十分。
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2021/10/30 社会 ＊ﾐｬﾝﾏｰ撤退　欧州企業が表明…独ﾒﾄﾛや英BATなど
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人件侵害・経済混乱を懸念
国軍によるｸｰﾃﾞﾀｰに揺れるﾐｬﾝﾏｰで、欧州を中心とした外資企業が撤退に動き出した。独ﾒ
ﾄﾛや英ﾌﾞﾘﾃｲｯｼｭ・ｱﾒﾘｶﾝ・ﾀﾊﾞｺ（BAT)が相次ぎ表明し、ｲﾝﾄﾞ財閥のｱﾀﾞﾆ・ｸﾞﾙｰﾌﾟも港湾開発
を断念した。政変から11月で9ヵ月を迎える。経済成長の鈍化や人権侵害といった課題は積
み上がるばかりで、日系を含めた進出企業は難しい判断を迫られている。
・「事業継続には、国軍との関係や人権侵害の有無の調査が必要」

＊越ﾋﾞﾝ、EVで欧米開拓…400億円投じ電池も内製
　　　　　　　　　　　　　　　　　来年投入　知名度向上へ株公開も
ﾍﾞﾄﾅﾑ複合企業最大手ﾋﾞﾝｸﾞﾙｰﾌﾟが電気自動車（EV）事業で海外展開する。2022年に欧米
市場で販売を始める予定だ。400億円強を投じてﾍﾞﾄﾅﾑ国内でEV向け電池の生産にも乗り
出し、一気通貫での生産体制を整える。中国勢などｱｼﾞｱの自動車ﾒｰｶｰが続々と欧米のEV
市場に参入するなか、ﾋﾞﾝｸﾞﾙｰﾌﾟも開拓を急ぐ。
・米国に「越僑」と呼ばれる在外ﾍﾞﾄﾅﾑ人が西海岸を中心に200万人超いる。ﾋﾞﾝｸﾞﾙｰﾌﾟが温
めているのが米国での新規株式公開（IPO）だ。ﾍﾞﾄﾅﾑの威信をかけたEV事業の道のりは平
たんではない。

＊ｺｽﾄ7割減へ　ﾀﾞｲｷﾝの執念…生産革新　VW流で部品集約
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中国勢との競争備え
ﾀﾞｲｷﾝ工業は世界約50ヵ所の工場で、空調の部品と生産ﾗｲﾝを共通化する。目標はｺｽﾄ7割
減。身を切るような努力で少しずつｺｽﾄを削りだす製造業であって、常軌を逸したともいえる
厳しい数値を掲げる。圧倒的な販売量を背景にした低価格戦略で成長する中国との競争に
備え、ものづくりを一からを見直す。
・この10年、ﾀﾞｲｷﾝの中国工場はｲﾝﾊﾞｰﾀｰに不可欠なｺﾝﾃﾞﾝｻｰの部品の在庫が底をつきか
け、空調の生産を停止寸前まで追い込まれた。現地ﾒｰｶｰの大調達により中国市場で市中
在庫が蒸発した。
・今後もｱﾌﾘｶやｱｼﾞｱで中国ﾒｰｶｰと部品の争奪戦が激化する。次世代の覇権を左右するｲﾝ
ﾄﾞ市場では現地ﾒｰｶｰが直接のﾗｲﾊﾞﾙだが「背後に部品を供給する中国ﾒｰｶｰの存在が見え
隠れする」（ﾀﾞｲｷﾝ幹部）

＊半導体・人手不足、業績に影…ｱｯﾌﾟﾙ・ｱﾏｿﾞﾝ、売上高振るわず
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　旺盛な需要に供給の壁
世界的な半導体不足や米国の人件費上昇が米IT大手の業績に響いている。旺盛な需要に
製品やｻｰﾋﾞｽの供給が追いつかない。ｱｯﾌﾟﾙとｱﾏｿﾞﾝ・ﾄﾞｯﾄ・ｺﾑが28日発表した2021年7～9
月期の売上高は共に事前の市場予想を下回った。最大の商戦時期の10～12月期は一段と
影響が強まる見通しだ。

＊ﾀﾞｲｷﾝに「緑」の風圧…伸びる市場　増すｴﾈ要求
　　　　　　　　　　　　　　　　対ﾃﾗｽで空調新機軸
空調売上高で世界首位のﾀﾞｲｷﾝ工業に脱炭素のﾃﾞｨｽﾗﾌﾟｼｮﾝ（創造的破壊）が迫る。温暖化
で世界の空調数は2050年までに現在の約3倍に増加する。このままでは冷房に起因する世
界の電力需要は15年比3倍に増え、ﾒｰｶｰに対する省エネﾙｷﾞｰへの社会的な要求は強ま
る。成長持続へのﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙを作り替える。
・20年10月28日、十河政則社長ら幹部はﾆｭｰﾖｰｸ事務所から届いた調査書に目を奪われ
た。EV最大手、米ﾃｽﾗによる空調参入の可能性だ。「大きな脅威だ」。幹部の一人はつぶや
く

＊武田、純利益2.1倍…糖尿病薬の売却益寄与（4～9月）
武田薬品工業が28日に発表した2021年4～9月期の連結純利益は前年同期の2.1倍の1836
億円だった。新薬開発に向けた研究開発費などが増加したが、4月に完了した糖尿病薬事
業の売却益が補った。潰瘍性大腸炎向けの治療薬なども海外を中心に伸びた。新型ｺﾛﾅｳｲ
ﾙｽ禍の受診の抑制の影響が緩和され2割伸びた。営業利益60%増、3459億円。

＊東南ｱ新車販売　35%増…9月、前月比　行動制限緩和で
東南ｱｼﾞｱ主要6ヵ国の9月の新車販売台数は前月比35%増の23.3万台となり、2ヵ月連続で前
月実績を上回った。ｺﾛﾅ対策の行動制限が緩和された影響などで、全ての国で販売が増加
した。前年同月比では23%減。
・ﾏﾚｰｼｱは前月比2.5倍の4.4万台に回復した。前年同月比は23%減。ﾀｲは前月比52%増の6.4
万台（前年同月比は18%減）。ﾍﾞﾄﾅﾑは前月比52%増の1.3万台（前年同月比50%減）。ｲﾝﾄﾞﾈｼ
ｱは前月比1%増、8.4万台（前年同月比73%増）。感染状況が改善した。
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＊「中国、5年で数百回実験」…米軍は9回、開発後手に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高官発言　脅威訴え軍縮けん制
米軍高官は28日、中国が極超音速兵器の実験を5年間で数百回実施したと主張した。米軍
は9回にとどまるといい、2025年ごろまでの実践配備へ研究・開発を急ぐ。高官の発言には
中国の脅威を強調し、与党・民主党に浮上する軍縮論を後退させた思惑も透ける。
・中国は射程2千㎞程度の極超音速兵器を実践配備していると米戦略国際問題研究所がい
う。

＊中印の協調、実効性左右…COP26　ﾊﾟﾘ協定達成めざす
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 排出減上積み議論
地球温暖化対策を話し合う第26回国連気候変動枠組み条約締約国会議（COP26）が31日、
英ｸﾞﾗｽｺﾞｰで開幕する。温暖化ｶﾞｽの大拝出国である中国やｲﾝﾄﾞが排出削減に前向きな対
応を示すかが最大の焦点だ。
⦿主要国・地域の30年の目標
・日本＝13年度比46%減。・EU＝90年比55%減。英国＝90年比68%減
・米国＝05年度比50～52%減。・中国＝CO₂排出量をﾋﾟｰｸｱｳﾄ。
・ｲﾝﾄﾞ＝GDPあたりの排出量を05年比33～35%減


